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第２次沖縄県新型コロナウイルスワクチン接種基本方針

令和３年12月16日 知事決定

令和４年２月３日 改 定

令和４年３月７日 改 定

令和４年７月12日 改 定

令和４年８月17日 改 定

令和４年11月30日 改 定

令和４年12月23日 改 定

１ 本方針策定の意義

沖縄県は、令和３年８月に策定した「沖縄県新型コロナウイルスワクチン接

種基本方針」で、県と市町村が連携し、10月末までに全人口の70％への１回目

の接種に取り組んできたところ、11月末現在の沖縄県の接種率は、１回目が

68.7％、２回目が67.3％となっており、希望する接種対象者に対しては、おお

むね接種を終了している。

一方、重症化予防等の観点から、初回接種を継続するとともに、追加接種の

機会を提供することが重要である。

そのため、基本方針を定め、県と市町村の連携のもと、県内におけるワクチ

ン接種を円滑に推進する。

また、令和４年５月25日から第２期追加接種が開始されたこと、９月20日か

ら令和４年秋開始接種が開始されたこと、10月24日から乳幼児接種が開始され

たこと等から、当該基本方針に追記し、接種機会を提供する。

２ ワクチン接種の目的

新型コロナウイルス感染症については、感染拡大を防止し、国民の生命及び

健康を守るため総力を挙げてその対策に取組み、あわせて社会経済活動との両

立を図っていく必要がある。

新型コロナウイルスによる感染を抑え込み、安全・安心な島沖縄を一日も早

く取り戻し、県民生活と経済に活気を取り戻すためには、感染症対策の最大の

切り札となるワクチン接種を早急に行うことが重要である。

３ ワクチン接種対象者及び接種方法

⑴ 接種対象者注1

生後６月以上の全県民 約147万８千人

生後６月から４歳までの全県民 約６万９千人注2

５歳から11歳までの全県民 約11万９千人

12歳以上の全県民 約128万９千人

うち高齢者 約33万９千人

うち60歳以上の者 約43万人

(注1) 接種対象者は、令和４年１月１日時点の住民基本台帳の人数

(注2) 生後６月から４歳までの人口は、０歳から４歳の人口に9/10を乗じ、小数点以下を切り上げた人数
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⑵ 接種方法

ア 市町村

医療機関又はそれ以外の接種会場を確保し接種を行うほか、医療機関に

よる高齢者施設等への巡回接種を行う。

イ 県

市町村と連携し、接種を促進するとともに、市町村による接種を補完す

るため、広域ワクチン接種センター等を設置し接種を行う。

ウ 職域接種

職域（大学等を含む）単位でワクチンの接種を行う。

４ 基本的な考え方

⑴ 初回接種

令和３年12月以降、今後接種を希望する者及び新たに接種対象となる者の

ために、接種体制を整備し、引き続きワクチン接種を行う。

接種を希望する５歳から11歳以下の者（以下「小児」という。）は、令和

４年３月以降、５歳から11歳用ファイザー社製ワクチンを使用して接種を行

う。

また、接種を希望する生後６月以上４歳以下の者（以下「乳幼児」という。）

は、令和４年10月24日以降、乳幼児用ファイザー社製ワクチンを使用して接

種を行う。

⑵ 追加接種

令和３年12月以降、初回接種を終了した全ての者に対して第１期追加接種

（３回目接種）の機会を提供するとともに、令和４年５月25日以降、重症化

予防を目的に第２期追加接種（４回目接種）が開始されたこと、９月20日以

降、令和４年秋開始接種が開始されたことから、以下のとおり順次接種を行

う。

ア 第１期追加接種（３回目接種）

令和３年12月以降、初回接種で使用したワクチンの種類に関わらず、フ

ァイザー社製（５歳から11歳用のものを含む。）及びモデルナ社製の従来

ワクチンを使用し、順次第１期追加接種を行う。

５歳から11歳用ファイザー社製ワクチンは、初回接種終了から５か月以

上経過した５歳から11歳の者、12歳以上用ファイザー社製ワクチン及びモ

デルナ社製ワクチンは、初回接種終了から３か月以上経過した12歳以上の

者を対象に接種を行う。

イ 第２期追加接種（４回目接種）

令和４年５月25日以降、初回接種及び第１期追加接種で使用したワクチ

ンの種類に関わらず、ファイザー社製（12歳以上用のものに限る。）及び

モデルナ社製の従来ワクチンを使用し、順次第２期追加接種を行う。

12歳以上用ファイザー社製ワクチン及びモデルナ社製ワクチンとも、第

１期追加接種終了から３か月以上経過した18歳以上の者（18歳以上60歳未

満の者にあっては、基礎疾患を有する者その他新型コロナウイルス感染症

にかかった場合の重症化リスクが高いと医師が認める者並びに医療従事者
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等及び高齢者施設等の従事者に限る。）を対象に接種を行う。

ウ 令和４年秋開始接種

令和４年９月20日以降、初回接種、第１期追加接種及び第２期追加接種

で使用したワクチンの種類に関わらず、ファイザー社製及びモデルナ社製

の２価ワクチン並びに武田社製ワクチン（ノババックス）を使用し、順次

令和４年秋開始接種を行う。

ファイザー社製及びモデルナ社製の２価ワクチンは、初回接種、第１期

追加接種又は第２期追加接種終了から３か月以上経過した12歳以上の者を

対象に１回の接種を行う。

武田社製ワクチン（ノババックス）は、初回接種、第１期追加接種又は

第２期追加接種終了から６か月以上経過した18歳以上の者を対象に１回の

接種を行う。

特に、60歳以上の者、59歳以下の基礎疾患を有する者その他新型コロナ

ウイルス感染症にかかった場合の重症化リスクが高いと医師が認める者並

びに医療従事者等及び高齢者施設等の従事者等のほか、社会機能を維持す

るために必要な事業の従事者については、なるべく早期の接種を呼びかけ

る。

また、今後国から新たな方針等が示された場合は、当該方針に従い実施

するものとする。

５ 都道府県、市町村及び企業等（職域接種）の主な役割

⑴ 都道府県の役割

ア 地域の卸業者等との調整

イ 市町村事務に係る調整

ウ 医療従事者等への接種体制の確保

エ 高齢者施設の入所者等への接種体制の構築（市町村への協力）

オ 小児への接種体制構築（市町村取組みへの支援）

カ 専門的相談体制の確保

キ 市町村等へのワクチン等の割り当て

ク 武田社製ワクチン（ノババックス）の接種機会の確保

⑵ 市町村の役割

ア 医療機関等との委託契約、接種費用の支払

イ 医療機関以外の接種会場の確保等

ウ 住民への接種勧奨、情報提供、相談受付

エ 高齢者施設等の入所者等への接種体制の構築

オ 健康被害救済の申請受付、給付

カ 接種実施医療機関等へのワクチン等の割り当て

⑶ 企業等（職域接種）の役割

ア 職域接種の要件

(ア) 医師、看護師等の医療従事者及び事務スタッフ等の人員確保

(イ) 会場及び必要な備品等の確保

(ウ) 企業内職域接種の準備及び実施のための体制確保
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(エ) 原則1,000回以上の接種実施

（厚生労働省「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施に関する手引き」参照）

６ 県の取組

⑴ 市町村支援

ア 国と市町村間のリエゾン的役割（ワクチン確保、補助金等）

イ 市町村の進捗状況の管理及び助言等

ウ 接種会場及び医療従事者確保の支援

エ 広域的な調整

オ 専門的相談コールセンターの設置運営

⑵ 広域ワクチン接種センター等の設置運営

ア 沖縄県モデルナワクチン接種センターの設置運営

(ア) 目的

令和３年12月以降も、モデルナ社製ワクチン及びアストラゼネカ社製

ワクチンの接種機会を継続して提供するため、「沖縄県モデルナワクチ

ン接種センター」を設置し、市町村と連携して接種の促進を図る。

(イ) 設置場所及び期間

沖縄県立武道館（錬成道場） 令和３年12月３日（金）から令和４年

２月６日まで

(ウ) 対象者

原則、沖縄県に居住するモデルナ社製ワクチン及びアストラゼネカ社

製ワクチンの接種を１回のみ接種した者又は１回もワクチン接種を受け

ていない者で、次の者を対象とする。

a モデルナ社製ワクチンを希望する者のうち、市町村から発行された

接種券を有する満12歳以上の者

b アストラゼネカ社製ワクチンを希望する者のうち、市町村から発行

された接種券を有する40歳以上（特に必要がある場合は18歳以上）の

者

イ 沖縄県広域ワクチン接種センターの設置運営

(ア) 目的

市町村が行う初回接種及び追加接種を補完し、モデルナ社製ワクチン

及び武田社製ワクチン（ノババックス）の接種機会を提供するため、「沖

縄県広域ワクチン接種センター」等を設置し、市町村と連携して、接種

の推進を図る。

(イ) 設置場所及び期間

a 沖縄県北部合同庁舎 令和４年２月５日（土）から令和４年７

月30日まで

b 結婚式場ＮＢＣ沖縄 令和４年２月６日（日）から当分の間

c 那覇クルーズターミナル 令和４年２月５日（土）から当分の間

※上記ａ～cの他、更なる接種促進のため、大規模商業施設へ臨時接種

センターを設置するなど接種を行う。

(ウ) 対象者
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a 初回接種は、原則、沖縄県に居住する武田社製ワクチン（ノババッ

クス）の接種を１回のみ接種した者又は１回もワクチン接種を受けて

いない者で、次の者を対象とする。

(a) 武田社製ワクチン（ノババックス）を希望する者のうち、市町村

から発行された初回接種の接種券を有する12歳以上の者

b 追加接種は、原則、沖縄県に居住するファイザー社製（12歳以上の

者に限る。）及びモデルナ社製の従来ワクチン並びに武田社製ワクチ

ン（ノババックス）の初回接種を終了した者で、次の者を対象とする。

(a) 令和４年秋開始接種は、モデルナ社製の２価ワクチン及び武田社

製ワクチン（ノババックス）を希望する者のうち、モデルナ社製の

２価ワクチンは、接種券を有する12歳以上の者、武田社製ワクチン

（ノババックス）は、接種券を有する18歳以上の者

⑶ 職域接種支援

申請等に係る問い合わせの対応、助言等

⑷ 情報等の発信

ワクチン接種の効果や副反応等に関する正確な情報を発信するなど、接種

に前向きとなるような取組みを行う。

７ 工程

ワクチン接種の工程表（別表１参照）

８ 追加接種の加速化

令和４年３月末までを「沖縄県ワクチン追加接種推進期間」とし、県及び市

町村は連携して、３回目接種を加速化する。

高齢者は、人口の約９割が初回接種を終了しており、本期間内では、その８

割にあたる約23万人、全高齢者人口の70％を追加接種の目標として取り組む。

また、令和４年８月末までを「沖縄県ワクチン３・４回目接種推進期間」と

し、県及び市町村は連携して、３回目及び４回目接種を加速化する。

４回目接種については、予防接種法上の努力義務が課されている60歳以上の

方に対し、重症化予防を目的に、本期間内では、８月末までの接種対象者の80

％以上（約24万人）を４回目接種の目標として取り組む。

また、中間目標として、７月末の接種対象者の60％以上（約12万人）への接

種に取り組む。

加えて、高齢者施設等の入所者等に対しては、クラスターの発生が依然とし

て続いているなど、予断を許さない状況が継続していること、これまでのワク

チン接種等により獲得された免疫は徐々に減衰していくこと等を踏まえ、４回

目接種が可能となる３回目接種から５か月経過後の可能な限り早期に、４回目

接種を実施する。

また、３回目接種については、２回目接種を終了した60歳以上の方の接種率

が約９割であるのに対し、60歳未満の接種率は約５割であることから、本期間

内では、60歳未満の接種対象者の60％以上（約39万人）を３回目接種の目標と

して取り組む。
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更に、過去２年間、年末年始に流行の波が到来していることを踏まえ、県民

の重症化等を予防し、医療ひっ迫を防ぐため、令和４年12月末までを「令和４

年秋開始接種等推進期間」とし、県及び市町村は連携して、オミクロン株対応

ワクチン等接種を加速化する。

特に、重症化リスクが高い60歳以上の方については、可能な限り早期にオミ

クロン株対応ワクチン等を接種する必要があることから、本期間内では、12月

末までの令和４年秋開始接種対象者の70％以上（約27万人）への接種に取り組

む。

加えて、重症化リスクが高い者、医療従事者等及び高齢者施設等の従事者等

並びに社会機能を維持するために必要な事業の従事者等への早期の接種推進、

ワクチン接種が進んでいない（乳幼児・小児を含む）若者世代への接種推進に

ついても併せて取り組む。



別表１

ワクチン接種の工程表

R3.12月 R4.1月 R4.2月 R4.3月 R4.4月 R4.5月 R4.6月 R4.7月 R4.8月 R4.9月 R4.10月 R4.11月 R4.12月 R5.1月 R5.2月 R5.3月

県内接種対象者（約147.8万人）

１ 初回接種

　　　　　　　　　　12歳以上

　　　　　　　　　　５歳から11歳まで

　　　　　　　　　　生後６月から４歳まで

２ 第１期追加接種

医療従事者等  　　　

高齢者及びその他の者

５歳から11歳まで　　

３ 第２期追加接種

・60歳以上の者及び18歳以上60歳未満の者で基
礎疾患を有するものその他新型コロナウイルス
感染症にかかった場合の重症化リスクが高いと
医師が認めるもの

・18歳以上60歳未満の者で医療従事者等及び高
齢者施設等の従事者

４ 令和４年秋開始接種

初回接種、第１期追加接種又は第２期追加接種
が終了した12歳以上の者

ワクチン接種センター
　モデルナ社製及び武田社製ワクチン（ノバ
バックス）の接種を希望する者

沖縄県モデルナワクチン接種センター
　　　　　初回接種(１・２回目接種)

沖縄県広域ワクチン接種センター
　　　　　初回接種(１・２回目接種)
　　　　　第１期追加接種

　　　　　第２期追加接種

　　　　　令和４年秋開始接種

企
業
等

職域接種

実
施
主
体

接種時期

市
町
村

県

地域負担の軽減及び

接種の加速化


